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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　前胴回り域と、後胴回り域と、前記前胴回り域と前記後胴回り域との間に位置する股下
域とを有し、
　前記前胴回り域から前記後胴回り域に向かう製品長手方向と、前記製品長手方向と直交
する製品幅方向と、を備え、
　前記股下域を跨ぎ、かつ前記股下域から前記前胴回り域及び前記後胴回り域のうち少な
くともいずれか一方に向かって延びる吸収体と、
　前記吸収体よりも前記製品幅方向外側に設けられた脚回り開口部に沿って配置され、前
記製品長手方向に沿って伸縮可能なレッグ伸縮部と、を備える使い捨ておむつであって、
　前記脚回り開口部及び前記レッグ伸縮部は、前記股下域から前記製品長手方向外側に向
かうにつれて前記製品幅方向外側に向かって延びており、
　前記製品幅方向における前記吸収体と前記レッグ伸縮部との間には、前記製品長手方向
に沿って収縮可能な補助伸縮部が設けられており、
　前記補助伸縮部は、前記製品長手方向の中心より前記後胴回り域側に偏倚して配置され
ており、
　前記補助伸縮部の前記製品長手方向の伸長率は、前記レッグ伸縮部の前記製品長手方向
の伸長率よりも高い、使い捨ておむつ。
【請求項２】
　前記補助伸縮部は、使い捨ておむつの平面視にて、前記レッグ伸縮部と離間して配置さ
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れている、請求項１に記載の使い捨ておむつ。
【請求項３】
　前記レッグ伸縮部は、前記股下域において、最も製品幅方向内側に位置する幅方向内端
領域を有しており、
　前記補助伸縮部の前記前胴回り域側の端部は、前記レッグ伸縮部の前記幅方向内端領域
よりも前記後胴回り域側に配置されている、請求項１又は請求項２に記載の使い捨ておむ
つ。
【請求項４】
　前記レッグ伸縮部よりも前記製品幅方向内側に配置され、前記製品長手方向に沿って伸
縮可能な収縮部を有する起立性のレッグサイド伸縮部を備えており、
　前記補助伸縮部は、前記レッグサイド伸縮部の立ち上がりの基端部よりも前記製品幅方
向外側に配置されている、請求項１から請求項３のいずれかに記載の使い捨ておむつ。
【請求項５】
　前記股下域内において、前記吸収体が配置されている吸収体配置領域に形成され、前記
製品長手方向に伸縮可能なクロッチ伸縮部を備えており、
　前記補助伸縮部の前記前胴回り域側の端部は、前記クロッチ伸縮部の前記前胴回り域側
の端部よりも前記後胴回り域側であって、かつ前記クロッチ伸縮部の前記後胴回り域側の
端部よりも前記前胴回り域側に配置されている、請求項１から請求項４のいずれかに記載
の使い捨ておむつ。
【請求項６】
　前記前胴回り域及び前記後胴回り域において、前記使い捨ておむつを着用者の身体に保
持する胴回り保持部を備えており、
　前記補助伸縮部の前記製品長手方向の外側端部は、前記胴回り保持部よりも前記製品長
手方向内側に配置されている、請求項１から請求項５のいずれかに記載の使い捨ておむつ
。
【請求項７】
　前記補助伸縮部の前記製品長手方向の外側端部は、前記レッグ伸縮部の前記製品長手方
向の外側端部よりも前記製品長手方向内側に配置されている、請求項１から請求項６のい
ずれかに記載の使い捨ておむつ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、使い捨ておむつに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、前胴回り域と後胴回り域と股下域とを有し、一対の脚回り開口部が形成されると
共に、股下域を跨ぎ前胴回り域及び後胴回り域に延びる吸収体を備え、製品長手方向に伸
縮するレッグ伸縮部を脚回り開口に沿って配置した使い捨ておむつが知られている。この
ように構成された使い捨ておむつの脚回り開口は、着用者の脚回りに沿って配置される（
例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００１－３７８０７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　一般的に、股下部よりも前側の腹部と股下部よりも後側の臀部とにおける着用者の身体
のラインを比較すると、臀部の方が膨らんでおり、また、着用者が脚を動かすと、腹側の
動きによる皮膚の伸び縮みよりも臀部側の動きによる皮膚の伸び縮みが大きくなる。よっ
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て、着用者の脚回りに沿って使い捨ておむつを装着した場合であっても、後胴回り域が臀
部に対して十分な領域で配置されないことがある。このような状態での着用により、後胴
回り域が突っ張った状態となり易く、脚の動きに使い捨ておむつが追従できず、使い捨て
おむつがずれたり、使い捨ておむつが脚の動きを阻害したり、脚と使い捨ておむつとの間
に隙間が設けられて漏れが発生したりすることがある。
【０００５】
　このような問題を解決するために、使い捨ておむつの脚への密着性を高めて、脚の動き
に使い捨ておむつを追従させることが考えられる。しかし、着用者の脚への密着性が高く
なり過ぎると、肌に対する刺激が強くなり、赤みや肌荒れ等の肌トラブルが発生するおそ
れがある。
【０００６】
　そこで、本発明は、上述の課題に鑑みてなされたものであり、肌への刺激を抑制しつつ
、着用者の脚に動きに追従できる使い捨ておむつを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本開示に係る使い捨ておむつ（使い捨ておむつ10）は、前胴回り域（前胴回り域20）と
、後胴回り域（後胴回り域30）と、前記前胴回り域と前記後胴回り域との間に位置する股
下域（股下域25）とを有し、前記前胴回り域から前記後胴回り域に向かう製品長手方向（
製品長手方向L）と、製品長手方向と直交する製品幅方向（製品幅方向W）とを備え、前記
股下域を跨ぎ、かつ前記股下域から前記前胴回り域及び前記後胴回り域のうち少なくとも
いずれか一方に向かって伸びる吸収体（吸収体40）と、前記吸収体よりも前記製品幅方向
外側に設けられた脚回り開口部に沿って配置され、前記製品長手方向に沿って伸縮可能な
レッグ伸縮部（レッグ伸縮部75）と、を備える使い捨ておむつであって、前記脚回り開口
部及び前記レッグ伸縮部は、前記股下域から前記製品長手方向外側に向かうにつれて前記
製品幅方向外側に向かって延びており、前記製品幅方向における前記吸収体と前記レッグ
伸縮部との間には、前記製品長手方向に沿って収縮可能な補助伸縮部（補助伸縮部76）が
設けられており、前記補助伸縮部は、前記製品長手方向の中心より前記後胴回り域側に偏
倚して配置されており、前記補助伸縮部の前記製品長手方向の伸長率は、前記レッグ伸縮
部の前記製品長手方向の伸長率よりも高いことを要旨とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本開示に係る使い捨ておむつによれば、肌への刺激を抑制しつつ、着用者の脚に動きに
追従できる使い捨ておむつを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本実施形態に係る使い捨ておむつの展開平面図である。
【図２】本実施形態に係る使い捨ておむつの展開平面図である。
【図３】図１に示したF1-F1線に沿った使い捨ておむつの断面図である。
【図４】本実施形態に係る使い捨ておむつを着用者に装着した状態を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　次に、本発明に係る使い捨ておむつの実施形態について、図面を参照しながら説明する
。なお、以下の図面の記載において、同一または類似の部分には、同一または類似の符号
を付している。ただし、図面は模式的なものであり、各寸法の比率などは現実のものとは
異なることに留意すべきである。
【００１１】
　したがって、具体的な寸法などは以下の説明を参酌して判断すべきである。また、図面
相互間においても互いの寸法の関係や比率が異なる部分が含まれ得る。
【００１２】
　（１）使い捨ておむつの全体概略構成
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　図１及び図２は、本実施形態に係る使い捨ておむつ10の展開平面図である。図３は、図
１に示したF1-F1線に沿った使い捨ておむつ10の断面図である。
【００１３】
　使い捨ておむつ10は、前胴回り域20と、股下域25と、後胴回り域30とを有する。前胴回
り域20は、着用者の前胴回り部（腹部分）と接する部分である。また、後胴回り域30は、
着用者の後胴回り部（背部分）と接する部分である。股下域25は、前胴回り域20と後胴回
り域30との間に位置する。また、使い捨ておむつ10には、一対の脚回り開口部35が形成さ
れる。脚回り開口部35は、使い捨ておむつの製品幅方向の側端部に設けられており、使い
捨ておむつが着用者に着用された状態で、着用者の脚回りに沿って配置される部分である
。
【００１４】
　なお、本実施形態では、前胴回り域20から後胴回り域30に向かう方向を製品長手方向L
と呼び、製品長手方向Lと直交する方向を製品幅方向Wと呼ぶ。
【００１５】
　使い捨ておむつ10は、股下域25を跨ぎ、かつ股下域から前胴回り域20及び後胴回り域30
のうち少なくともいずれか一方に向かって延びる吸収体40を備える。吸収体40は、吸収性
コア40aとコアラップ40bとによって構成される。
【００１６】
　吸収性コア40aは、従来の使い捨ておむつと同様であり、粉砕パルプや高吸収ポリマー
など、公知の部材や材料を用いて適宜構成することができる。吸収性コア40aは、シート
状のコアラップ40bによって包まれている。コアラップ40bは、吸収性コア40aを被覆する
シートである。コアラップ40bの少なくとも肌面側の一部は、透液性を有する各種の繊維
不織布もしくはティッシュシートによって構成される。例えば、質量約10～30g/m2のエア
ースルー繊維不織布、スパンボンド不織布、SMS（スパンボンド－メルトブローン－スパ
ンボンド）不織布、または質量約10～30g/m2のティッシュシートを用いることができる。
【００１７】
　吸収体40の表面側（肌当接面側）には、液透過性のトップシート50が備えられる。また
、吸収体40の裏面側（非肌当接面側）には、液不透過性のバックシート60aが備えられる
。
【００１８】
　吸収体40の製品幅方向Wにおける側縁部には、サイドフラップ70がそれぞれ備えられる
。サイドフラップ70は、１枚または２枚以上の複数枚重ねた不織布によって構成されてい
る。また、一対のサイドフラップ70には、ファスニングテープ90がそれぞれ備えられる。
【００１９】
　ファスニングテープ90は、後胴回り域30において、製品幅方向Wに沿って延び、前胴回
り域20の非肌当接面に止着されることにより、使い捨ておむつ10を着用者の身体に保持す
る。
【００２０】
　本実施形態において、前胴回り域20、後胴回り域30、及びファスニングテープ90によっ
て胴回り保持部が構成される。後胴回り域30の胴回り保持部は、ファスニングテープ90の
係合部材が設けられた領域から幅方向に延びる範囲である。前胴回り域20の胴回り保持部
は、ターゲット部95が設けられた領域から幅方向に延びる範囲である。
【００２１】
　また、使い捨ておむつ10は、股下域25に形成され、製品長手方向Lに伸縮可能なクロッ
チ伸縮部200aを備えている。具体的には、クロッチ伸縮部200aは、股下域25に形成されて
いるクロッチ部200に配置されている。なお、クロッチ部200及びクロッチ伸縮部200aの構
成については、後述にて詳細に説明する。
【００２２】
　吸収体40の表面側（トップシート50側）は、脚回り開口部35の周囲に形成され、製品長
手方向Lに伸縮可能な一対のレッグ伸縮部75が備えられる。
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　レッグ伸縮部75は、製品長手方向Ｌにおいて、クロッチ伸縮部200aよりも長いと共に、
製品幅方向Ｗにおいて、クロッチ伸縮部200aよりも外側に備えられている。また、レッグ
伸縮部75よりも幅方向内側、かつ吸収体40よりも幅方向外側には、製品長手方向に沿って
収縮可能な補助伸縮部76が配置されている。なお、レッグ伸縮部75及び補助伸縮部76の構
成については、後述にて詳細に説明する。
【００２３】
　また、一対のレッグ伸縮部75の内側（製品幅方向Wにおける中央寄り）には、製品長手
方向Lに沿って延びる一対のレッグサイドギャザー80が備えられる。レッグサイドギャザ
ー80は、サイドフラップ70の製品幅方向の内側端部に設けられており、レッグ伸縮部より
も製品幅方向内側に配置される起立性の伸縮ギャザーである。レッグサイドギャザー80は
、レッグ伸縮部75よりも製品幅方向内側に配置され、レッグサイド伸縮部として機能する
。
【００２４】
　サイドフラップ70は、製品幅方向における内側端部において表面シート側に折り返され
ており、２層積層されている。この２層のサイドフラップ70間に、長手方向に伸長された
状態で弾性部材71（図３参照）が設けられている。このサイドフラップ70と弾性部材71と
でレッグサイドギャザー80が形成される。
【００２５】
　図１に示す使い捨ておむつの展開平面図は、レッグサイドギャザー80の弾性部材71が収
縮した状態であり、図２に示す使い捨ておむつの展開平面図は、レッグサイドギャザー80
の弾性部材71が伸長した状態を示している。
【００２６】
　レッグサイドギャザー80は、トップシート50又はバックシート60aに接合される接合部
分81と、弾性部材が配置された自由端部分82とを有する。自由端部分82のうち、股下域25
を含む長手方向中央部分は、弾性部材71によって製品長手方向に収縮し、収縮部84を構成
する。レッグサイドギャザー80は、着用時には接合部分81を基端部として立ち上がり、自
由端部分82の収縮部84が頂点部として着用者の肌と接触する。すなわち、接合部分は、レ
ッグサイド伸縮部の立ち上がりの基端部となる。
【００２７】
　なお、収縮部84は、弾性部材71によって実質的に製品長手方向に収縮した部分であり、
収縮力が発揮されない状態で弾性部材71が配置された部分を除く概念である。また、図２
に、レッグサイドギャザーにおいて、サイドフラップ70とトップシート50（又はバックシ
ート60a等）とが接合された接合部分81に斜線を付して示す。
【００２８】
　接合部分81は、複数設けられており、第１接合部分81Aは、収縮部84よりも製品長手方
向外側に配置され、第２接合部分81Bは、収縮部84よりも製品幅方向外側に配置されてい
る。よって、レッグサイドギャザー80は、股下域25を含む製品長手方向の中央部分が着用
者側に立ち上がるように構成される。
【００２９】
　レッグサイドギャザー80の接合部分81のうち、収縮部84よりも製品幅方向外側に配置さ
れている第２接合部分81Bは、製品幅方向Wにおいて、クロッチ伸縮部200aとレッグ伸縮部
75との間に配置される。第２接合部分81Bは、製品長手方向の全長にてバックシート60a（
及び一部において外装シート60）に接合される。なお、バックシート60aは、吸収体40と
外装シート60との間に配置されており、防漏シートとして機能する。
【００３０】
　レッグサイドギャザー80の接合部分81のうち、収縮部84よりも製品長手方向外側に配置
されている第１接合部分81Aは、トップシート50に接合される。
【００３１】
　なお、レッグサイドギャザー80の接合部分81は、種々の構成を採用できる。接合部分は
、例えば、製品長手方向に股下部から前胴回り域及び後胴回り域に延び、トップシートに
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接合される部分であってもよいし、吸収性コア40aよりも幅方向外側において液不透過性
のバックシートや外装シートに接合される部分であってもよく、起立の基端部となるよう
に構成される。
　また、レッグサイドギャザーは、レッグ伸縮部よりも製品幅方向内側に配置される起立
性のギャザーであればよく、上記構成に限定されず、従来において周知のレッグサイドギ
ャザーの構成を採用できることは勿論である。
【００３２】
　また、製品幅方向における一対のファスニングテープ間には、製品幅方向に伸縮可能な
腰回り伸縮部85が設けられている。腰回り伸縮部85は、平面視において、一対のファスニ
ングテープ間に配置されており、ファスニングテープ間を幅方向に収縮する。腰回り伸縮
部85は、トップシートの肌当接側の面に配置されており、ファスニングテープ間を幅方向
に収縮する。
【００３３】
　本実施形態において、腰回り伸縮部85は、伸縮性シートによって構成されている。腰回
り伸縮部85を構成する部材については、特に限定されないが、出来る限り薄くて曲げ剛性
が低く、幅入り率が小さいものを用いることが好ましい。
【００３４】
　本実施形態では、腰回り伸縮部85として、目付けが20～45ｇ/ｍ２の伸縮性フィルムを
用いた。
【００３５】
　腰回り伸縮部85は、非伸長状態（自然状態）における長さの１.５～２.５倍に引き延ば
された後、ホットメルト接着剤又は加熱処理等によって外装シート60に接着される。
【００３６】
　本実施の形態では、腰回り伸縮部85は、外装シート60とバックシート60aとの間に配置
されている。しかし、コアラップ40bが吸収性コア40aよりも製品長手方向外側に延出する
構成にあっては、腰回り伸縮部85は、コアラップ40bと、バックシート60a又は外装シート
60と、の間に配置されていてもよい。腰回り伸縮部の位置は、特に限定されないが、好ま
しくは、吸収体40よりも非肌当接面側に配置される。また、吸収体が配置されない領域に
あっては、サイドフラップ70と、バックシート60a又は外装シート60と、の間に配置され
ていてもよい。
【００３７】
　なお、本実施の形態に係る腰回り伸縮部は、製品幅方向に伸縮するように構成されてい
るが、腰回り伸縮部が製品幅方向と製品長手方向に伸縮するように構成されていてもよい
。
【００３８】
　（２）レッグ伸縮部及び補助伸縮部
　次いで、レッグ伸縮部75及び補助伸縮部76について詳細に説明する。レッグ伸縮部75は
、吸収体40よりも製品幅方向外側に設けられた脚回り開口部35に沿って配置され、製品長
手方向Lに伸縮可能に構成されている。脚回り開口部35及びレッグ伸縮部75は、幅方向に
おける位置が股下域において最も内側に位置する幅方向内端領域75Iを有しており、股下
域25から製品長手方向外側に向かうにつれて製品幅方向外側に向かって延びている。なお
、レッグ伸縮部75の幅方向内端領域75Iは、製品長手方向に連続して配置されていてもよ
いし、製品長手方向に連続していなくてもよい。
【００３９】
　本実施の形態のレッグ伸縮部７５は、伸縮性シートによって構成されている。例えば、
かかる伸縮性シートとしては、ウレタンやスチレンのような熱可塑性エラストマ樹脂を溶
融しフィルム状とした伸縮性フィルムや、伸縮繊維からなる伸縮性不織布や、伸縮性フィ
ルムや伸縮性不織布に部分的に切断され又は脆弱化された非伸張性シートを張り合わせた
複合シート等を用いることができる。
【００４０】
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　また、かかる伸縮性シートの代わりに、ポリウレタン弾性繊維や天然ゴムからなる糸状
・帯状の弾性部材を、１本又は複数本配置することによってレッグ伸縮部75を構成しても
よい。
【００４１】
　レッグ伸縮部75は、サイドフラップ70と外装シート60との間に配置されている。或いは
、吸収体40と外装シート60との間に配置されるバックシート６０ａが備えられる領域では
、レッグ伸縮部75は、バックシート60aとサイドフラップ70との間に配置されている。
【００４２】
　レッグ伸縮部75を構成する伸縮性シートは、少なくとも股下域25において、幅5mm（使
い捨ておむつ10の自然状態における製品幅方向Wにおける幅）以上45mm以下、より好まし
くは、12.5mm以上35mm以下であることが好ましい。5mm未満では、実質的に面で着用者の
脚回りに沿うことで、部分的に締め付ける力が集中せずに、弾性要素による肌への負荷を
下げるという効果が発現せず、45mmを超えると、使い捨ておむつ全体の製品幅方向の長さ
と比較して脚回りに沿う領域が広くなり過ぎてしまい、伸縮性シートが着用者の身体側に
巻き込んだり、めくれたりし易くなってしまう。
【００４３】
　レッグ伸縮部75の伸長率は、1.5～2.2倍であることが好ましい。本実施形態では、レッ
グ伸縮部75の伸長率は、1.8～2.0倍に設定される。なお、伸長率とは、レッグ伸縮部又は
補助伸縮部の伸長の程度を意味し、以下のように規定される。
　伸長率＝（伸長状態のレッグ伸縮部の長さ）÷（自然状態のレッグ伸縮部の長さ）、又
は、
　伸長率＝（伸長状態の補助伸縮部の長さ）÷（自然状態の補助伸縮部の長さ）
　なお、本明細書において、かかる伸長率は、例えば、次のように測定されるものとする
。
【００４４】
　第１に、使い捨ておむつ10がパッケージ等に封入されている場合には、パッケージから
使い捨ておむつ10を取り出す。次いで、レッグ伸縮部の配置領域を切り出す。このとき、
レッグ伸縮部に接合される非伸縮性シートも含めて切り出す。更に、補助伸縮部の配置領
域を切り出す。このとき、補助伸縮部の製品幅方向外側に0.5～1.0mm位置で、補助伸縮部
に沿って切り出す。切り出した後のレッグ伸縮部のサンプルの伸長率を測定して、レッグ
伸縮部の伸長率を計測する。また、切り出した後の補助伸縮部のサンプルの伸長率を測定
して、補助伸縮部の伸長率を計測する。
【００４５】
　各サンプルについて、２０℃±２℃、相対湿度６０％±５％ＲＨの雰囲気下において６
０分間放置し、伸縮方向に沿ってレッグ伸縮部及び補助伸縮部の長さを測定する。この長
さを、「自然状態のレッグ伸縮部の長さ」及び「自然状態の補助伸縮部の長さ」とする。
【００４６】
　第２に、かかる状態（すなわち、自然状態）における所望領域の伸縮方向における長さ
、及び、自然状態から弾性部材による皺が非伸縮性シート上に目視にて確認できない状態
まで延伸した時の所望領域の伸縮方向における長さを測定する。この長さを、「伸長状態
におけるレッグ伸縮部の長さ」及び「伸長状態における補助伸縮部の長さ」とする。
　これら測定結果を用い、上述の式にて算出することで伸長率が測定される。
【００４７】
　また、左右一対のレッグ伸縮部75の製品幅方向Wにおける内側端の間隔は、股下域25か
ら前胴回り域20に向かうに連れて広くなるとともに、股下域25から後胴回り域30に向かう
に連れて広くなる。着用者の体におむつを装着する場合、股下部にて狭く、前後の胴回り
に向かって広がる形状にレッグ伸縮部を配置することで、よりレッグ伸縮部が身体のライ
ンに沿うことが可能となり、着用者の脚回りに好適にレッグ伸縮部が伸長配置されること
となる。
【００４８】
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　さらに、左右一対のレッグ伸縮部75の前胴回り域20の端部における当該間隔（図中のD1
）は、左右一対のレッグ伸縮部75の後胴回り域30の端部における間隔（図中のD2）よりも
狭い。なお、当該間隔は、使い捨ておむつ10を自然状態からしわがない状態に製品長手方
向L及び製品幅方向Wに拡幅して保持した後、左右一対のレッグ伸縮部75の製品幅方向Wに
おける内側端間の距離を測定したものである。
【００４９】
　着用者の身体の皮膚表面の伸びは、臀部において特に大きく、その幅方向外側寄りの位
置にて顕著である。また、レッグ伸縮部75は、着用者の身体に密着している。そこで、D2
＞D1とすることで、着用者の動きが使い捨ておむつ10に加わった場合でも、臀部側でのレ
ッグ伸縮部75が密着したまま伸びることができ、伸びの変化量が大きくてもレッグ伸縮部
75が突っ張ることがない。従って、レッグ伸縮部75による使い捨ておむつ10のズレを抑制
し得る。
【００５０】
　補助伸縮部76は、製品幅方向における吸収体40とレッグ伸縮部75との間に配置され、製
品長手方向に収縮可能に構成されている。補助伸縮部76は、脚回り開口部35に沿って曲線
状に配置されてなく、製品長手方向に沿って直線状に配置されている。
【００５１】
　補助伸縮部76は、糸状の弾性部材によって構成されている。例えば、３４０～９４０ｄ
ｔｅｘの太さの弾性部材を用いることができる。また、補助伸縮部76の伸長率は、レッグ
伸縮部75の伸長率よりも高くなるように構成される。具体的には、補助伸縮部76の伸長率
は、1.8～2.5倍であることが好ましい。本実施形態では、補助伸縮部76の伸長率は、2.1
倍に設定される。
【００５２】
　補助伸縮部76は、バックシート60aとサイドフラップ70との間に配置されている。なお
、バックシート60aの製品幅方向における長さによっては、サイドフラップ70と外装シー
ト60との間に配置されていてもよい。
【００５３】
　補助伸縮部76は、製品長手方向の中心より後胴回り域側に偏倚して配置されている。補
助伸縮部76によって伸縮する領域は、前胴回り域よりも後胴回り域の方が広くなる。
【００５４】
　なお、レッグ伸縮部75及び補助伸縮部76は、伸縮性シートや糸状の弾性部材等によって
実質的に製品長手方向に収縮する部分であり、収縮力が発揮されない状態で伸縮性シート
が配置された部分を除く概念である。
【００５５】
　図４は、実施の形態に係る使い捨ておむつが装着された状態を模式的に示す図であり、
着用者の後方から見た斜視図である。図４に示すように、使い捨ておむつの脚回り開口部
35は、レッグ伸縮部75によって脚回りに沿って配置され、脚回り開口部よりも幅方向内側
の領域は、補助伸縮部76によって製品長手方向に収縮している。
【００５６】
　後胴回り域側に偏倚して配置された補助伸縮部76によって腹側よりも臀部近傍側に使い
捨ておむつを寄せることができる。着用者の動きで皮膚表面の伸び縮み量の大きい臀部側
部に接する位置に補助伸縮部76による収縮領域を設け、使い捨ておむつを臀部の皮膚の動
きに追従させることができる。
【００５７】
　また、着用者の両脚の間隔は、股下域が最も狭く、股下域から腹側や背側に向かって広
がる形状である。脚回り開口部及びレッグ伸縮部75は、股下域から長手方向外側に向かっ
て幅方向外側に向かって延びる形状であるため、着用者の脚繰りに沿って脚回り開口部及
びレッグ伸縮部75を配置でき、局所的な応力集中を抑制できるため、比較的低い伸長率に
て着用者に密着でき、肌への負担を減らすことが可能となる。
【００５８】
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　更には、補助伸縮部76とレッグ伸縮部75とを合わせて設けることにより、補助伸縮部76
によって臀部側におむつを寄せ、レッグ伸縮部75によって脚回りに沿って脚回り開口部を
配置でき、レッグ伸縮部75の伸長率を抑えつつ、臀部の動きに使い捨ておむつが追従でき
るように構成できる。したがって、レッグ伸縮部75の伸長率を高めて脚回り開口部におむ
つを密着させる構成と比較して、レッグ伸縮部75の伸長率を低くでき、肌トラブルの発生
を抑制できる。
【００５９】
　また、レッグ伸縮部75は着用者の脚回りに沿って配置されており、脚の動きがレッグ伸
縮部75を介して使い捨ておむつ全体に伝達し、吸収体40の位置ずれが発生することがある
。しかし、製品幅方向において吸収体の近くに配置された補助伸縮部76の伸長率を高く構
成し、幅方向外側に配置されたレッグ伸縮部75の伸長率を低く構成することにより、補助
伸縮部76がより積極的に伸縮でき、脚の動きによる影響が吸収体に伝わる事を緩和でき、
吸収体の位置ズレの発生を抑制できる。
【００６０】
　また、補助伸縮部76は、使い捨ておむつの平面視にて、レッグ伸縮部75と離間して配置
されている。補助伸縮部76とレッグ伸縮部75とが離間しているため、補助伸縮部76とレッ
グ伸縮部75が互いに干渉せずに、独立して収縮する。
【００６１】
　例えば、補助伸縮部76とレッグ伸縮部75とが重なって配置されていると、使い捨ておむ
つをはかせる際に、補助伸縮部76によって収縮してしまい、脚回りに沿って使い捨ておむ
つを配置できないおそれがある。しかし、補助伸縮部76とレッグ伸縮部75とが離間してい
るため、それぞれを独立して機能させることができる。よって、レッグ伸縮部75によって
脚回り開口部を着用者の脚回りにフィットさせ、かつ補助伸縮部76によって臀部近傍に使
い捨ておむつを偏倚して寄せることができる。
【００６２】
　補助伸縮部76の前胴回り域側の端部76Fは、レッグ伸縮部75の幅方向内端領域75Iよりも
後胴回り域側に配置されている。股下域は、着用者の股間に対向する部分であり、レッグ
伸縮部75の幅方向内端領域75Iは、股下域の長手方向中心となる領域である。このレッグ
伸縮部75の幅方向内端領域75Iが補助伸縮部76によって製品長手方向に収縮されると、使
い捨ておむつが股下域25に寄せられ、後胴回り域に効果的に寄せられなくなる。しかし、
レッグ伸縮部75の幅方向内端領域75Iよりも後方に補助伸縮部76を配置することにより、
後胴回り域に使い捨ておむつを十分に寄せ易くなる。
【００６３】
　補助伸縮部76の製品長手方向外側端部は、胴回り保持部よりも製品長手方向内側に配置
されている。具体的には、補助伸縮部76の前胴回り域側の端部76Fは、ターゲット部95の
後胴回り域側の端部95Rよりも後胴回り域側に配置され、補助伸縮部76の後胴回り域側の
端部76Rは、ファスニングテープ90の前胴回り域側の端部90Fよりも前胴回り域側に配置さ
れている。
【００６４】
　胴回り保持部は、着用者の腰回りに沿って使い捨ておむつを保持する部分であり、幅方
向に沿って配置される。一方、補助伸縮部76は、製品長手方向に収縮するように構成され
ている。よって、例えば、補助伸縮部76が、胴回り保持部と重なって配置されていると、
補助伸縮部76によって胴回り保持部が長手方向内側に位置ずれしてしまうおそれがある。
しかし、補助伸縮部76の製品長手方向の外側端部が、胴回り保持部よりも製品長手方向内
側に配置されているため、互いの干渉が緩和されずに、胴回り保持部を着用者の胴回りに
沿って配置できる。
【００６５】
　更に、補助伸縮部76の製品長手方向外側端部は、レッグ伸縮部75の製品長手方向の外側
端部よりも製品長手方向内側に配置されている。具体的には、補助伸縮部76の前胴回り域
側の端部76Fは、レッグ伸縮部75の前胴回り域側の端部75Fよりも後胴回り域側に配置され
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、補助伸縮部76の後胴回り域側の端部76Rは、レッグ伸縮部75の後胴回り域側の端部75Rよ
りも前胴回り域側に配置されている。
【００６６】
　レッグ伸縮部75は、着用者の脚回りに沿って使い捨ておむつを湾曲させて収縮するよう
に構成されている。レッグ伸縮部75の製品長手方向端部は、幅方向に広がるように配置さ
れており、胴回り保持部の近傍に配置される。よって、レッグ伸縮部75の製品長手方向端
部は、胴回り保持部と共に幅方向に収縮するように作用する。
【００６７】
　例えば、補助伸縮部76の製品長手方向端部が、レッグ伸縮部75の製品長手方向端部より
も製品長手方向外側に延出していると、補助伸縮部76に胴回り保持部やレッグ伸縮部75が
製品長手方向内側に引っ張られ、胴回り保持部やレッグ伸縮部75の位置がずれるおそれが
ある。しかし、補助伸縮部76の製品長手方向の外側端部が、レッグ伸縮部75の製品長手方
向端部よりも製品長手方向内側に位置するため、胴回り保持部やレッグ伸縮部75の製品長
手方向における位置ずれを防止できる。
【００６８】
　また、補助伸縮部76は、レッグサイドギャザーの第２接合部分81Bよりも製品幅方向外
側に配置されている。レッグサイドギャザーは、第２接合部分81Bを基点に、第２接合部
分81Bよりも幅方向内側の収縮部84が着用者側に立ち上がるように構成されている。
【００６９】
　例えば、第２接合部分81Bよりも幅方向内側に補助伸縮部76が配置されていると、第２
接合部分81Bよりも幅方向内側が補助伸縮部76によって立ち上がり、収縮部84が幅方向外
側に向かって立ち上がることがある。収縮部84が幅方向外側に向かって立ち上がると、体
液が幅方向外側に漏れてしまうおそれがある。しかし、第２接合部分81Bよりも幅方外側
に補助伸縮部76を配置することにより、収縮部84が着用者側に立ち上がり易くなる。
【００７０】
　補助伸縮部76の製品長手方向の外側端部は、レッグサイドギャザーの収縮部の製品長手
方向端部よりも製品長手方向内側に配置されている。例えば、補助伸縮部76がレッグサイ
ドギャザーの収縮部よりも製品長手方向外側に延出していると、収縮部84の収縮範囲が短
くなってしまい、レッグサイドギャザーと身体との隙間が発生し易くなってしまうためで
ある。
【００７１】
　（３）クロッチ部の形状
　次に、クロッチ部200の形状について説明する。上述したように、クロッチ部200はクロ
ッチ伸縮部200aを有する。クロッチ伸縮部200aは、吸収体40の他の部分よりも、使い捨て
おむつの着用時において股下域の一部に平坦な形状を維持できるように構成されている。
クロッチ部200は、少なくとも製品長手方向Lまたは製品幅方向Wに伸縮可能なクロッチ伸
縮部200aを有する。
【００７２】
　クロッチ伸縮部200aは、レッグ伸縮部75とは個別独立して設けられており、吸収性コア
40aと重なる位置（本実施形態では、吸収性コア40aを包むコアラップ40bとバックシート6
0aとの間の位置）において、当該重なる位置における吸収性コア40aの幅方向の長さの60
％以上を収縮させるように構成されている。このように、クロッチ伸縮部200aによって吸
収性コア40aが配置された部分を収縮させることにより、吸収性コア40aが縮み、吸収性コ
ア40aが縮まない部分と比較して平坦な形状を維持し易くなる。
【００７３】
　一方、クロッチ伸縮部200aよりも製品長手方向外側に位置する前胴回り域や後胴回り域
に位置する吸収性コア40aは、クロッチ伸縮部200aによって収縮していないため、ファス
ニングテープにより着用者の腰・ウエスト周りに保持された状態において、使い捨ておむ
つの股下部に平坦な形状で維持されるクロッチ部200が過度に身体に密着することなく、
結果、クロッチ部200が適度に身体に沿って配置される。
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【００７４】
　また、クロッチ部200が、製品長手方向Lに沿って伸縮可能であるため、前胴回り域20及
び後胴回り域30がクロッチ部200の収縮によって立ち上がり易くなり、着用時には、着用
者の股部にて身体に沿って平坦な股下域を形成する。クロッチ伸縮部200aから前胴回り域
及び後胴回り域が立ち上がるので、使い捨ておむつ10の着用者へのフィット性が向上する
。
【００７５】
　また、補助伸縮部76の前胴回り域側の端部76Fは、クロッチ伸縮部の前胴回り域側の端
部200aFよりも後胴回り域側であって、かつクロッチ伸縮部の後胴回り域側の端部200aRよ
りも前胴回り域側に配置されている。クロッチ伸縮部200aによって股下域を着用者の股間
に対向するように位置決めした状態で、補助伸縮部76によって収縮された収縮領域を着用
者の臀部に配置できる。
【００７６】
　クロッチ伸縮部200aは、伸縮性シートによって構成されることが好ましい。伸縮性シー
トによってクロッチ伸縮部200aを構成することにより、伸縮性シートを配置した領域の吸
収性コア40aが一様に縮められ、平坦な形状維持がより容易になる。なお、伸縮性シート
は、例えば、レッグ伸縮部75と同様の伸縮性シートによって構成することができる。
【００７７】
　また、かかる伸縮性シートの代わりに、ポリウレタン弾性繊維や天然ゴムからなる糸状
・帯状の弾性部材を、複数本配置することによってクロッチ伸縮部200aを構成してもよい
。この場合、クロッチ伸縮部200aによって吸収性コア40aを一様に縮めるためには、弾性
部材同士の間隔を７ｍｍ以下、より好ましくは５ｍｍ以下であるとよい。また、吸収性コ
ア40aを一様に縮めるために、隣り合う弾性部材の間隔の差は、２ｍｍ以下であることが
望ましい。
【００７８】
　また、クロッチ伸縮部200aの伸長率は、具体的には、1.2倍以上、1.8倍以下であること
が好ましい。本実施形態では、クロッチ伸縮部200aの伸長率は、1.4倍に設定される。伸
長率は、クロッチ伸縮部200aの伸縮方向（製品長手方向L）における伸長の程度を意味し
、以下のように規定される
【００７９】
　伸長率は、伸縮方向（本実施形態では、製品長手方向Ｌ）におけるクロッチ伸縮部200a
の伸長の程度を意味し、以下のように規定される。
　伸長率＝（最大伸張状態におけるクロッチ伸縮部200aの伸縮方向における長さ）/（自
然状態におけるクロッチ伸縮部200aの伸縮方向における長さ）
　なお、本明細書において、かかる伸長率は、例えば、次のように測定されるものとする
。
【００８０】
　第１に、使い捨ておむつ10がパッケージ等に封入されている場合には、パッケージから
使い捨ておむつ10を取り出し、その状態にて２０℃±２℃、相対湿度６０％±５％ＲＨの
雰囲気下において６０分間放置し、伸縮方向に沿ってクロッチ伸縮部の長さを測定する。
この長さを、「自然状態におけるクロッチ伸縮部200aの伸縮方向における長さ」とする。
【００８１】
　第２に、かかる状態（すなわち、自然状態）における所望領域の伸縮方向における長さ
、及び、自然状態から弾性部材による皺が目視にて確認できない状態まで延伸した時の所
望領域の伸縮方向における長さを測定する。この長さを、「最大伸張状態におけるクロッ
チ伸縮部200aの伸縮方向における長さ」とする。
　これら測定結果を用い、上述の式にて算出することで伸長率が測定される。
【００８２】
　このように、クロッチ伸縮部200aの伸長率を、１.２倍以上１.８倍以下とすることによ
って、着用者の皮膚の伸縮に好適に追従することができる。
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　例えば、着用者が、身体前側が縮むような前屈みの姿勢をとると、着用者の臀部側の皮
膚において、身体を伸ばした状態に対して３０％程度伸びる部位が存在する。
【００８３】
　つまり、クロッチ伸縮部200aの伸縮率を１.２倍以下とすると、自然状態におけるクロ
ッチ伸縮部200aの収縮が十分でなく、クロッチ伸縮部200aが設けられていない場合と比較
して、使い捨ておむつ10の股部における吸収体領域の収縮が小さく、着用者の股部におい
て、身体に沿うように平坦な形状をとる事が不十分になってしまう。
【００８４】
　一方、クロッチ伸縮部200aの伸長率を１.８倍よりも大きくすると、クロッチ伸縮部200
aの収縮方向における収縮寸法が大きくなり過ぎるため、クロッチ伸縮部200aが存在する
領域が、身体に沿うよりも密着する状態となり易く、使い捨ておむつ１０が、着用者の下
方にズレ易くなってしまう。
【００８５】
　また、クロッチ伸縮部200aの製品長手方向Ｌにおける収縮量は、使い捨ておむつ１０の
製品長手方向Ｌにおける長さの２～８％となるように構成されていてもよい。
【００８６】
　なお、収縮量は、皺が十分に小さくなり、サンプルの表面が平滑に近くなるように伸長
した状態での長さ「ｂ（ｍｍ）」と、サンプルの伸縮方向に沿う向きにおける自然状態で
の長さ「ａ（ｍｍ）」との差であり、（ｂ-ａ）によって算出されることができる。
【００８７】
　本発明者は、クロッチ伸縮部200aの製品長手方向Ｌにおける収縮量を、使い捨ておむつ
１０の製品長手方向Ｌにおける長さの２～８％とすると、使い捨ておむつ１０を着用者に
対して装着する過程において、クロッチ伸縮部２００ａが、好ましく着用者の身体に沿い
易くなることを確認することができた。
【００８８】
　ここで、クロッチ伸縮部200aの製品長手方向Ｌにおける収縮量を、８％より大きくする
と、クロッチ伸縮部200aが、縮み過ぎてしまい、使い捨ておむつ10の製品長手方向Ｌにお
ける長さが足りず、使い捨ておむつ10を着用者の身体に付け難くなったり、使い捨ておむ
つ10及び着用者の身体が、股下域25において、過度に密着してズレ易くなったりしてしま
う。
【００８９】
　一方、クロッチ伸縮部200aの製品長手方向Ｌにおける収縮量を、２％以下とすると、使
い捨ておむつ10を着用者の身体に近付けるというクロッチ伸縮部200aの効果そのものが発
現し難くなってしまう。
【００９０】
　また、製品長手方向Ｌにおけるクロッチ伸縮部200aの中心は、製品長手方向Ｌにおける
使い捨ておむつ10の中心よりも、前胴回り域２０側に配置されている。また、クロッチ伸
縮部200aは、製品長手方向Ｌにおける使い捨ておむつ１０の中心を跨ぐように配置されて
いる。
【００９１】
　かかる場合、吸収性コア40aの剛性及び使い捨ておむつ10を構成する他の部材の剛性を
考慮して、用いる弾性部材の太さや配置するピッチを適宜選択できるが、使い捨ておむつ
10本体を自然状態（非伸張状態）とした際に、吸収性コア40aの製品幅方向Ｗにおける側
縁部全域が収縮した状態となるようにすることが好ましい。
【００９２】
　また、吸収体40の股下域25には、切欠き115（切欠き125）が形成される。切欠き115及
び切欠き125は、吸収体40を構成する吸収性コア40aが存在しない領域である。本実施形態
において、切欠き115及び切欠き125は、吸収性コア40aの目付けが吸収性コア40aの他の部
分よりも低い低剛性部に該当する。なお、切欠き115及び切欠き125を形成することに代え
て、切欠き115及び切欠き125の領域を、吸収性コア40aの目付けが吸収性コア40aの他の部
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分よりも低くするようにしてもよい。
【００９３】
　切欠き115及び切欠き125は、クロッチ部200の製品長手方向Lにおける縁部に沿って存在
する。なお、切欠き115及び切欠き125が形成されていても、前胴回り域20及び後胴回り域
30に位置する吸収性コア40aと、股下域25に位置する吸収性コア40aとは、完全に切り離さ
れることなく特に幅方向において連続していることが好ましい。
【００９４】
　切欠き115及び切欠き125は、製品幅方向W外側に行くに連れて製品長手方向Lにおける長
さが広くなっている。このような形状により、吸収性コア40aの製品幅方向W外側がより縮
み易くなるため、平坦な「底部」がより容易に形成される。更には、切欠き115よりも前
胴回り域20寄りに位置する吸収性コア40a、及び切欠き125よりも後胴回り域30寄りに位置
する吸収性コア40aが、「底部」から立ち上がり、着用者の体（腹部および臀部）の丸み
に沿うように湾曲し易くなるため、使い捨ておむつそのものの形状が着用者の体の形によ
り近づくことができる。
【００９５】
　また、切欠き115（切欠き125）の前胴回り域20（後胴回り域30）寄りの縁部は、円弧状
である。切欠き115（切欠き125）の縁部は、円弧の中心が当該縁部よりも後胴回り域30（
前胴回り域20）に位置するような形状である。このような形状により、着用者の体の丸み
に沿った変形がより容易かつ顕著に起き易い。
【００９６】
　（４）使い捨ておむつの製造方法
　次に、本実施形態に係る吸収性物品の製造方法の一例について説明する。なお、本実施
の形態において説明しない方法については、既存の方法を用いることができる。また、以
下に説明する製造方法は、一例であり、他の製造方法によって製造することもできる。吸
収性物品の製造方法は、構成部品形成工程と、構成部品載置工程と、脚回り形成工程と、
切断工程とを少なくとも含む。
【００９７】
　構成部品形成工程では、吸収性物品を構成する構成部品を形成する。具体的には、例え
ば、吸収材料を積層して吸収体40を成型する。
【００９８】
　構成部品載置工程では、バックシートを構成するウェブ上に、レッグ伸縮部75を構成す
る伸縮性シートや、補助伸縮部76を構成する糸状の弾性部材、トップシートを構成するウ
ェブ等の他のウェブ、防漏シート、吸収体等の使い捨ておむつ10を構成する構成部品を載
置する。
【００９９】
　より具体的には、レッグ伸縮部75を構成する伸縮性シートを伸長させ、更に幅方向に変
位させつつ間欠ドラム上に転写し、間欠ドラム上で個々の製品長さに伸縮性シートを切断
する。間欠ドラムの回転に伴って伸縮性シート同士の間隔を設け、伸縮性シートを連続す
るウェブ上に転写する。このようにしてレッグ伸縮部を曲線状に配置できる。
【０１００】
　脚回り形成工程は、レッグ伸縮部75の幅方向外側端部に沿って、トップシート50外装シ
ート60、及びバックシート60aを切断する。これにより、着用者の脚回りに配置される脚
回り開口部35が形成される。
【０１０１】
　切断工程では、トップシート50、バックシート60a、吸収体40等が配置された連続体を
製品幅方向Ｗに沿って一製品の大きさに切断する。これにより、使い捨ておむつ10が製造
される。
【０１０２】
　（５）作用・効果　
　本実施の形態に係る使い捨ておむつは、レッグ伸縮部75と補助伸縮部76とを備えており
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、補助伸縮部76が後胴回り域側に偏倚して配置されているため、腹側よりも臀部近傍側に
使い捨ておむつを構成する要素を寄せることができる。具体的には、着用者の動きで皮膚
表面の伸び縮み量の大きい臀部側部に接する位置に補助伸縮部による収縮領域を設けるこ
とができる。よって、使い捨ておむつを臀部の皮膚の動きに追従させることができる。
【０１０３】
　また、レッグ伸縮部75は、脚回り開口部に沿って配置されており、脚回り開口部を着用
者の脚回りに密着させる。補助伸縮部76とレッグ伸縮部75とを合わせて設けることにより
、補助伸縮部76によって臀部側におむつを寄せ、レッグ伸縮部75によって脚回りに沿って
脚回り開口部を配置でき、レッグ伸縮部75の伸長率を抑えつつ、臀部の動きに使い捨てお
むつを追従させるように構成できる。
【０１０４】
　また、補助伸縮部76は、使い捨ておむつの平面視にて、レッグ伸縮部75と離間して配置
されている。補助伸縮部76とレッグ伸縮部75とは、離間しているため、補助伸縮部76とレ
ッグ伸縮部75が互いに干渉せずに、独立して収縮することができる。
【０１０５】
　補助伸縮部76の前胴回り域側の端部76Fは、股下域におけるレッグ伸縮部75の最も製品
幅方向内側に位置する幅方向内端領域よりも後胴回り域側に配置されている。幅方向内端
領域よりも後方に補助伸縮部76が配置されていることにより、股下域におむつを寄せずに
、後胴回り域に十分におむつを寄せて配置し易くなる。
【０１０６】
　補助伸縮部76は、レッグサイドギャザーの立ち上がりの基端部となる第２接合部分81B
よりも製品幅方向外側に配置されている。例えば、第２接合部分81Bよりも幅方向内側に
補助伸縮部76が配置されていると、第２接合部分81Bよりも幅方向内側が補助伸縮部76に
よって立ち上がり、収縮部84が幅方向外側に向かって立ち上がることがある。しかし、第
２接合部分81Bよりも幅方外側に補助伸縮部76を配置することにより、収縮部84が着用者
側に立ち上がり易くなる。
【０１０７】
　また、吸収体にクロッチ伸縮部200aが設けられているため、クロッチ伸縮部200aの製品
長手方向端部が変曲点となり、吸収体が変形し易くなる。また、クロッチ伸縮部よりも製
品長手方向内側に低剛性部が形成されており、低剛性部よりも前胴回り域20寄りに位置す
る吸収性コア40a、及び低剛性部よりも後胴回り域30寄りに位置する吸収性コア40aが、「
底部」から立ち上がり、着用者の体（腹部および臀部）の丸みに沿うように湾曲し易くな
るため、使い捨ておむつそのものの形状が着用者の体の形により近づくことができる。
【０１０８】
　更に、補助伸縮部76の前胴回り域側の端部76Fは、製品長手方向においてクロッチ伸縮
部の前胴回り域側の端部200aFと後胴回り域側の端部200aRとの間に位置しており、補助伸
縮部76の後胴回り域側の端部76Rは、クロッチ伸縮部200aよりも製品長手方向外側に延出
している。クロッチ伸縮部200aによって股下域を着用者の股間に対向するように位置決め
した状態で、補助伸縮部76によって収縮された領域を着用者の臀部に配置できる。
【０１０９】
　補助伸縮部76の製品長手方向外側端部は、胴回り保持部よりも製品長手方向内側に配置
されているため、胴回り保持部と補助伸縮部76とが互いに干渉せずに収縮する。よって、
補助伸縮部76の影響による胴回り保持部の製品長手方向の位置ズレを抑制しつつ、胴回り
保持部を着用者の胴回りに沿って配置できる。
【０１１０】
　補助伸縮部76の製品長手方向外側端部は、レッグ伸縮部75の製品長手方向の外側端部よ
りも製品長手方向内側に配置されているため、少なくともレッグ伸縮部75の製品長手方向
の外側端部は、補助伸縮部76の影響を受けずに機能し、レッグ伸縮部75の製品長手方向に
おける位置ずれを防止できる。
【０１１１】
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　（６）その他の実施形態
　上述したように、本発明の実施形態を通じて本発明の内容を開示したが、この開示の一
部をなす論述及び図面は、本発明を限定するものであると理解すべきではない。この開示
から当業者には様々な代替実施の形態、実施例及び運用技術が明らかとなる。
【０１１２】
　例えば、補助伸縮部76は、直線状に配置されていなくてもよく、曲線状に配置されてい
てもよい。また、レッグ伸縮部75と補助伸縮部76とは、幅方向において離間しているが、
一部重なって配意されていてもよい。
【０１１３】
　また、補助伸縮部76の前胴回り域側の端部76Fは、レッグ伸縮部75の幅方向内端領域75I
と製品長手方向において一致していてもよいし、レッグ伸縮部75の幅方向内端領域75Iよ
りも前胴回り域側に配置されていてもよい。
【０１１４】
　補助伸縮部76は、レッグサイドギャザーの接合部分81Bと製品幅方向において一致して
いてもよいし、レッグサイドギャザーの接合部分81Bよりも製品幅方向内側に配置されて
いてもよい。
【０１１５】
　補助伸縮部76の前胴回り域側の端部は、クロッチ伸縮部の前胴回り域側の端部よりも前
胴回り域側に配置されていてもよいし、クロッチ伸縮部の後胴回り域側の端部よりも前胴
回り域側に配置されていてもよい。
【０１１６】
　補助伸縮部76の前胴回り域側の端部と補助伸縮部76の後胴回り域側の端部とのうち、少
なくともいずれか一方が、胴回り保持部よりも製品長手方向外側に配置されていてもよい
し、レッグ伸縮部75の製品長手方向の外側端部よりも製品長手方向外側に配置されていて
もよい。
【０１１７】
　また、上述した実施形態では、オープンタイプの使い捨ておむつを例として説明したが
、本発明は、パンツ型の使い捨ておむつに適用することもできる。前胴回り域と後胴回り
域を形成する外層シートの左右両側縁部が接合されることで胴回り開口部と一対の脚回り
開口部を有するパンツ形状おむつについては、前胴回り域及び後胴回り域の外層シートは
製品幅方向Wに収縮及び伸長可能となる弾性要素を有しており、それらを収縮することで
着用者の胴回りに使いおむつが保持される。つまり、製品長手方向Lに伸びる左右両側縁
部が接合されている範囲が胴回り保持部となる。
【０１１８】
　このように、本発明は、ここでは記載していない様々な実施の形態などを含むことは勿
論である。したがって、本発明の技術的範囲は、上述の説明から妥当な特許請求の範囲に
係る発明特定事項によってのみ定められるものである。
【符号の説明】
【０１１９】
　10…使い捨ておむつ
　20…前胴回り域
　25…股下域
　30…後胴回り域
　35…脚回り開口部
　40…吸収体
　40a…吸収性コア
　40b…コアラップ
　50…トップシート
　60…外装シート
　60a…バックシート
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　70…サイドフラップ
　71…弾性部材
　75…レッグ伸縮部
　75F…レッグ伸縮部の前胴回り域側の端部
　75I…レッグ伸縮部の幅方向内端領域
　75R…レッグ伸縮部の後胴回り域側の端部
　76…補助伸縮部
　76F…補助伸縮部の前胴回り域側の端部
　76R…補助伸縮部の後胴回り域側の端部
　80…レッグサイドギャザー
　81…接合部分
　81A…第１接合部分
　81B…第２接合部分
　82…自由端部分
　84…収縮部
　85…腰回り伸縮部 
　90…ファスニングテープ
　90F…ファスニングテープの前胴回り域側の端部
　95…ターゲット部
　95R…ターゲット部の後胴回り域側の端部
　115…切欠き
　125…切欠き
　200…クロッチ部
　200a…クロッチ伸縮部
　200aF…クロッチ伸縮部の前胴回り域側の端部
　200aR…クロッチ伸縮部の後胴回り域側の端部
　L…製品長手方向
　W…製品幅方向

【要約】
【課題】肌への刺激を抑制しつつ、着用者の脚に動きに追従できる使い捨ておむつを提供
する。
【解決手段】使い捨ておむつ10は、吸収体よりも製品幅方向外側に設けられた脚回り開口
部に沿って配置され、製品長手方向に沿って伸縮可能なレッグ伸縮部75を備える。製品幅
方向における吸収体とレッグ伸縮部との間には、製品長手方向に沿って収縮可能な補助伸
縮部76が設けられており、補助伸縮部は、製品長手方向の中心より後胴回り域側に偏倚し
て配置されており、補助伸縮部の製品長手方向の伸長率は、レッグ伸縮部の製品長手方向
の伸長率よりも高い。
【選択図】図１
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